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岩手県の脱炭素化に向けた取組について

地球温暖化対策地域協議会 情報・意見交換会

   令和６年２月１日

岩手県 環境生活部 環境生活企画室

グリーン社会推進課長 

高橋 政喜



１ 脱炭素に向けた潮流
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岩手県世界

2050年カーボンニュートラル表
明。東北では初

いわて気候非常事態宣言

第２次岩手県地球温暖化対策実
行計画策定

実行計画改定
温室効果ガス削減目標見直し

➢温室効果ガス排出削減割合
（2013年度比）▲57％ 2030
➢再生可能エネルギー電力自給
率66％ 2030

2020年10月

2021年４月

2021年６月

2021年10月

2022年４月

2023年２月

日本

2050年カーボンニュートラル宣言

2013年度比46％削減を表明

・グリーン成長戦略改訂
・地域脱炭素ロードマップ発表

・パリ協定に基づく成長戦略とし
ての長期戦略
・第６次エネルギー基本計画
・気候変動適応計画改定

・改正地球温暖化対策推進法施行

・ＧＸ実現に向けた基本方針

2019年11月

2021年２月

2021年３月

2023年３月

パリ協定採択
➢世界的な平均気温上昇を工業
化以前に比べて2℃より十分低
く保つとともに、1.5℃に抑える
努力を追求
➢2050年脱炭素カーボンニュー
トラルの実現

持続可能な開発のための2030ア
ジェンダ採択
➢持続可能な開発(SDGs)

COP26
➢1.5℃目標に向かって世界が努
力することを正式に合意

2015年12月

2021年11月

2015年



２ 脱炭素に向けた県の方針
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削減対策等40％＋再生可能エネルギー導入７％＋森林吸収量10％＝57％

温室効果ガス排出量削減目標

57％



２ 脱炭素に向けた県の方針（排出量の現状①）
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△
30.3％

岩手県における2020年度の温室効果ガス排出量について
１ 温室効果ガスの排出量は毎年度減少しており、2020年度は最大の減少幅。
２ 基準年（2013年度）と比べて減少した要因は、家庭部門では省エネ機器の導入や住宅の断熱化、産業・業務部門で
は省エネ設備の導入等によるエネルギー効率の改善、運輸部門では電動車の普及による燃費の向上等と推測。

３ 2030年度の温室効果ガス排出量を基準年比57％削減する目標の達成に向け、ＺＥＨの普及等による住宅の省エネル
ギー化、いわて脱炭素化経営企業等認定制度の普及等による事業者の脱炭素経営シフトなどの取組を推進。

※ 排出量の推計に用いる国の統計データが過去に遡って修正されたため、過去に公表済の温室効果ガス排出量についても遡って再計算。
※ 2013年度のみ、再生可能エネルギー導入・森林吸収による削減効果を差し引かない排出量を記載。



２ 脱炭素に向けた県の方針（排出量の現状②）
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20.5%

27.4%

17.1%

18.5%

0.7%

12.7%
3.0%

2020年度
1,106万2千トン

工業プロセス
（セメント製造時等の化

学反応によるCO2）

エネルギー転換
（発電所等での自家消費分）

運輸
（自家用車、貨物車、船舶
等）

業務
（商業・サービス・事業所等）

産業
（製造業、建設業、鉱業、農林
水産業でのエネルギー消費）

家庭
（家庭での冷暖房・給湯、家電
の使用等）

廃棄物
（一般廃棄物、産業廃棄物

の処理に関するもの）

部門別の二酸化炭素排出割合



その他※

2,787千ｔ

▲748
（▲32％）

▲1,447
（▲60％）

▲1,629
（▲41％）

▲1,625
（▲57％）

・住宅への再エネ設備導入
・ZEHの普及
・家電等の省エネ機器普及
・エネルギー消費量の少ない
ライフスタイルへの転換

2013年度（基準年）
計14,433千トン

家庭部門
2,847千ｔ

産業部門
4,016千ｔ

業務部門
2,418千ｔ

運輸部門
2,366千ｔ

その他※

2,787千ｔ

2,270

1,892

2,045

3,033

2020年度
計12,274千トン

1,222

2,387

971

1,618

2,514

2030年度
計8,712千トン

3,033

・CO2排出量の把握
・省エネ診断の積極活用
・脱炭素経営カルテの公表
・省エネ設備導入
（補助や低利融資の活用）

・建築物のZEB化
・脱炭素化経営企業等認定の
積極活用

・EV・PHVへの更新
・充電設備等の整備
・公共交通機関や自転車の利用

・廃棄物の削減（分別・3R）
・食品ロス削減の徹底

（▲20％）

（▲25％）

（▲22％）

（▲14％）

（+9％）
▲273

（▲10％）

▲40％
（再エネ導入・森林吸収を含めれば▲57％）
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※再エネ導入
・森林吸収分
を除く。

２ 脱炭素に向けた県の方針（今後のシナリオ）



新築建築物

今後新築する県有施設はZEB Ready（※１）

相当以上とする。

※１ ZEB Ready：50％以上の省エネを図った建築物

太陽光発電

10kW以上（※２）設置可能な県有施設の
約50%以上に太陽光発電設備を設置する。

※２ 10kW以上は事業用電気工作物で10kW未満は一般用電気工作物

LED照明

今後新築する県有施設はもちろん、少なくとも

20年以上供用が見込まれる県有施設
にはLED照明を導入する。

公用車

代替可能な車種がない場合等を除き、新規
導入又は更新する乗用車は全てEV
（ハイブリッドを含む）とする。（※3）

※3 公用車の現行の更新基準は経過年数13年超など

【参考】県有施設等の脱炭素化に向けた基本方針

➤ 上記基準に満たない施設等についても、可能な限りZEB化や太陽光発電、LED照明、EV等の導入を図る。
（例えば、県民へのPR効果が高い施設など）

➤ その他、再エネ電力調達なども組み合わせることにより、2030年度までの目標を達成する。

○ 第２次岩手県地球温暖化対策実行計画において、県の事務事業に関する温室効果ガスの排出削減目標

を2030年度までに60％削減（2013年度比）と設定

○ その目標達成に向け、新築建築物のZEB化、太陽光発電やLED照明、EVの積極的な導入について、

原則として次の基準に沿って計画的に推進

２ 脱炭素に向けた県の方針（県有施設の脱炭素化）



３ 脱炭素化に向けた取組



３ 脱炭素化に向けた取組

構成団体相互の連携・協働により、二酸化炭素を可能な限り排
出しない生活様式や事業活動への転換に向けた取組を促進する
ことを目的として産学官金の99団体・機関で構成。平成21年6月に
設立。

■若者ワーキンググループ

■温暖化防止いわて県民会議

・ 脱炭素社会の実現に向けた課題に対し、若者の視線で検討し、県民会議への提言など
を通じて、今後進むべき道やアクションの参考とするため、令和５年６月に設置。
・ ７～10月で４回のミーティングを実施し、県民会議への提言を取りまとめ、県民会議会長
と副知事に報告。

▲会長（岩手大学学長）報告

▼岩手県副知事報告



３-１ 脱炭素化に向けた取組（家庭向け）
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【出典】令和５年度温暖化防止いわて県民会議総会資料



３-１ 脱炭素化に向けた取組（家庭向け）
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■いわてわんこ節電所「家庭のエコチェック」の取組
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３-１ 脱炭素化に向けた取組（家庭向け）

https://youtube.com/shorts/xQLa2YwVn4Q?si=P1l6KsofqEUrrscF

■Z世代向け広報：いわてカーボンフリー・アクション（ＩＣＦＡ）

https://youtube.com/shorts/xQLa2YwVn4Q?si=P1l6KsofqEUrrscF


３-２ 脱炭素化に向けた取組（事業者向け）
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【出典】令和５年度温暖化防止いわて県民会議総会資料



３-２ 脱炭素化に向けた取組（事業者向け）
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以下の認定制度等を活用することで、光熱費・燃料費の削減だけでなく、①取引先の拡大、②知名
度・認知度の向上、③人材獲得力の強化といった脱炭素経営のメリットを享受することが可能。



３-２ 脱炭素化に向けた取組（事業者向け）
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令和５年度事業者向け補助金

■ 太陽光発電設備の補助

■ 太陽光・EV等セット補助

■ 省エネ設備の補助
（空調、給湯、照明、換気）

■ 水素ステーション、FCV補助

■ EVバス、タクシー補助

【参考】省エネ設備補助チラシ



株式会社ベルジョイスでは、本部棟、
各店舗にLED照明を導入。

株式会社PJ二戸フーズでは、令和5年
3月に自家消費型太陽光発電設備を導
入し、エネルギー消費の多い工場で
の電気需要の約1割を賄う。

いわて生活協同組合では、岩手県内
の44事業所中38事業所を「CO2排出ゼ
ロの電力」に切り替え。

① LED照明の導入

② 太陽光発電設備の導入

③ 風力発電等の活用

※いずれも岩手県ウェブサイトからの抜粋

３-２ 脱炭素化に向けた取組（事業者向け）

省エネ・再エネ投資の好事例が県内事業者に広く横展開されることを期待し、県のホームペー
ジで優良事例の紹介を行っている。



３-３ 脱炭素化に向けた取組（市町村向け）
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・第４回 脱炭素先行地域までに、全国36道府県95市町村の74提案が選定。
・本県からは東北各県の中で最多となる３市町が採択。

出典：環境省公表資料を一部加工



３-３ 脱炭素化に向けた取組（市町村向け）

18出典：環境省公表資料を一部加工



３-３ 脱炭素化に向けた取組（市町村向け）
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３-３ 脱炭素化に向けた取組（市町村向け）
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地域に裨益する再エネ
（収益が地域に留まる再エネ）

事業者

地域
(市町村)
(住民)

• 適地への誘導
• 地元雇用の創出
• レジリエンス強化

• 再エネ地産地消
• 環境保全の取組
• 地域経済、社会の持続的発展に資する取組

• ガイドライン、協定

• 脱炭素化促進事業

• 農山漁村再エネ法の計画

ガイドライン等に必要な
情報提供、助言

環境配慮基準（済）

計画策定に必要な
情報提供、助言

県としての支援・助言



４ 脱炭素社会の実現に向けて

21出典：環境省公表資料から抜粋

脱炭素社会を実現するためには、県民、事業者、行政それぞれの主体における行動変容が必
要不可欠。そのためには、従来の「普及啓発型」の取組から、自治体・企業・団体等との連携によ
り、行動変容を図る「社会実装型」の取組へとシフトしていく必要がある。

多様な主体を繋げる中間支援組織の必要性



地域センター（中間支援組織）
（NPO法人環境ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟいわて）

新たな主体・拠点

地域協議会

＜事業内容（仮）＞
◎地域センター中心の自主的に運営する連携・協働
の場（SDGsカフェ）等
…具体的な活動実践・提案

⇒県がこれまで整備・実装等してきた、新たな主
体・拠点や民間企業等と連携する体制をつくり、そ
こへ推進員、地域協議会を巻き込む

◎（推進員と協議会を）啓発型から実践型へ
◎地域センターが中心となり多様な主体と連携し、
活動を展開するイメージの醸成を図る

自主活動で連携
・協働の場を運営

岩手県

必要な支援

例：提案・実践
従前の連携イメージ

新しい連携イメージ

地球温暖化防止
活動推進員

連携・協働の場

市町村

民間企業
学生プロジェクト

チーム

４ 脱炭素社会の実現に向けて

地域センターを中心とした
専門員・協議会活動の活性化案

岩手県センターがハブになり、地域のプレーヤーを繋げていく中間支援組織としての役割を担っ
ていただくことが理想。センターは、まず地域で活躍するプレーヤーを点で把握し、線で結ぶこと、
ゆくゆくは線を面にしていくことが必要。
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ご清聴いただきありがとうございました。
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